
 
尼崎市子ども・子育て審議会  

第１回計画策定・推進部会 次第 

 

 

                      日時：令和５年８月３日（木） 

午後７時 00分～ 

  場所：WEB会議（ZOOM）  

 

 

議題 

 

 

１ 部会長による副部会長の指名 

 

 

 ２ こども基本法及び市町村こども計画について 

 

 

３ こどもの意見聴取について ～（株）Liquitous プレゼンテーション～  

 

 

４ その他 

 

 

以  上 



№ 選　出　区　分 所　属　等

1
ｲﾄｳ　 ｶﾖｺ
伊藤　嘉余子

大阪公立大学
教育福祉学類

2
ﾀｷｶﾞﾜ　ｺｳｼﾞ
瀧川　光治

大阪総合保育大学
児童保育学部

3
ﾔﾏﾄ　 ﾊﾙﾕｷ
大和  晴行

武庫川女子大学
文学部教育学科

4 ☆
ｲﾄｳ　 ｱﾂｼ
伊藤　篤

甲南女子大学
人間科学部総合こども学科

5 ☆
ﾏﾂｼﾏ　ｷｮｳ
松島　京

相愛大学
人間発達学部

6
ﾐﾈﾓﾄ　ﾁﾂﾞ
峯本　千鶴

尼崎市立小学校長会

7
ﾏｼﾞﾏ　ｷﾖﾕｷ
真島　清行

尼崎市立中学校長会

8
ｳﾒﾓﾄ　ﾏｺﾄ
梅本　誠

尼崎市法人保育園会

9
ﾊﾏﾅ　 ﾋﾛｼ
濱名　浩

尼崎市私立幼稚園連合会

10
ﾌｼﾞﾜﾗ ﾊﾙﾐ
藤原　春美

尼崎市民生児童委員協議会連合会

11 子ども及びその保護者を支援する団体
ﾅｶﾊﾅ　ﾏｻｺ
仲波名　正子

尼崎市子育てサークル実行委員会

12
ﾔﾏｶﾞﾀ　ﾂﾈﾐ
山縣　恒実

13
ﾋﾗﾉｳﾁ　ﾀｶｵ
平之内　隆生

☆は特別委員

尼崎市子ども・子育て審議会　計画策定・推進部会委員　一覧

氏　　名

児童福祉又は学校教育の関係者

市民の代表

学識経験者











































・子ども・子育て支援法
・次世代育成支援推進法
⇒（R6年度末までの時限立法）

・子どもの貧困対策に関する法律
・子ども・若者育成支援推進法
・少子化対策基本法

・基本指針（子ども・子育て支援）

・行動計画策定指針
・子どもの貧困対策大綱
・子ども・若者育成支援推進大綱
・少子化対策大綱

・子ども・子育て支援事業計画
⇒策定の義務あり

・次世代育成支援推進行動計画
・貧困対策計画
・子ども・若者育成支援推進計画
⇒以上は、策定は、努力義務

法律
国の指針・大綱等 市町村の計画

・こども基本法（R5.4.1施行）

・子ども・子育て支援法
・次世代育成支援推進法
⇒R6年度以降は未定

・子どもの貧困対策に関する法律
・子ども・若者育成支援推進法
・少子化対策基本法

・こども基本法第9条：国が定め公表
（秋以降の予定）
⇒以下の3大綱を一元化

子どもの貧困対策大綱
子ども・若者育成支援推進大綱
少子化対策大綱

こども大綱

・基本指針（子ども・子育て支援）

・行動計画策定指針

国の指針・大綱等

・こども基本法第10条
⇒策定は努力義務
・こども大綱を勘案して策定

【一体のものとして作成できる】
・次世代育成支援推進行動計画
・子ども・子育て支援事業計画

こども計画

【これまで】

【R5.4.1以降】
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ニーズ調査の概要等について

ニーズ調査
令和５年11月～１２月頃予定

１．計画策定までの流れ

「提供区域」の検証・設定

「量の見込み」の検討
「確保方策」の検討 事業計画

中間答申

（令和６年11月頃を目途）
国の動向を踏まえ、市の方針や審議会（計画策定部会）からの意見等を反映する

「子ども・子育て支援法（第61条第4項）」及び国の「基本指針」に基づき、
教育・保育等の利用状況及び利用希望の把握が義務付けられている。

２．ニーズ調査の概要

今回（想定） 前回（H30年度） 前々回（H25年度）

令和5年11月～12月 平成30年11月～12月 平成25年9月～10月

3,000人 3,000人 2,000人

1,200人（40.0％） 1,565人（52.2％） 1,132人（56.6％）

3,000人 3,000人 2,000人

1,200人（40.0％） 1,521人（50.7％） 1,082人（54.1％）

1,530人

591人（38.6％）

調査対象者・時期

上段：対象者数、　下段：回答数（回答率）

就学前の子どもがいる保護者

就学後の子どもがいる保護者

小学生（高学年）本人 実施しない

※ 設問の内容は、量の見込み算出のための必須項目
に加え、審議会等の意見を参考に、社会情勢の変化
や市の課題等を踏まえた独自項目を設ける。
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これまでの調査方法は住民基本台帳から対象世帯を無作為抽出し、郵送により対象者に配付・回収を行ってきた。
しかしながら、過去の記載式の調査票では、回答するのに３０分程時間を要し、かなりの負担感があり、途中で回答

を止めたりと、回答率の低下につながる要因となっていた。
近年ではスマホやタブレットなど、ＷＥＢによる回答方式のアンケートの方が手軽さもあり、回答者の負担感の軽減

にもつながるのではないかと考えられる。
このようなことから、国の作業の手引き等に沿った集計方法等を行うことを前提として、ＷＥＢによる回答方式のア

ンケート調査を実施するものとする。

【調査方法】
住民基本台帳をもとに、各地区ごと年齢ごとの人数比按分にて対象児童のいる世帯を無作為抽出し、調査対象者

に読取り式ＱＲコード等が記された案内文を送付し、スマホ・タブレット等で回答していただく。（回答者ＩＤを設ける
などして、1人1回のみしか回答できないようにする。）

４．今後の予定等
審議会での調査審議

国から示される「作業の手引き」などを基に、調査票の案を作成し、子ども・子育て審議会において、調査項目など
の調査審議を行う。（11月頃まで）

全体会 部会
第1回・・・８月３日（木） 第1回・・・ ８月３日（木）
第2回・・・1０月下旬（予定） 第２回以降・・・未定

庁内での検討（※ と並行する）

国から示される「作業の手引き」や審議会からの意見等に加え、関係部署に調査項目の追加等の意向に係る照会を
行い、庁内で最終確認を行った上で、調査を実施する。

関係部署への照会（９～1０月頃） ⇒ 審議会での調査審議 ⇒ 庁内での最終確認（11月中）

調査結果報告書の作成

調査結果については審議会へ報告（１～３月）するとともに、委員からの意見も踏まえた分析を行い、報告書（３月
中）にまとめる。

３．前回までの調査との変更点
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（様式２－２）

案件名：（仮称）尼崎市こども計画（第５期尼崎市次世代育成支援対策推進行動計画・第３期尼崎市子ども・子育て支援事業計画等を含む）の策定について

局課名：こども青少年局　こども青少年課・保育企画課 【令和5年8月1日公表・更新】

子ども・子育
て審議会

行
政
内
部

計画の改定
作業

※市民意見聴取プロセス関連の取組（☆）は、随時、市報や市ホームページなどでお知らせします。

ステップ４
（意見を踏まえて最終的な

市の案を策定）

９月～３月

令和５年度

４～10月

　 　

市
民
意
見
の
聴
取

（
☆

）

公表内容
・手段

政策形成プロセス計画書

策定段階

ステップ１(施
策の概要等の

公表）
ステップ２（市民意向調査及び素案の策定）

ステップ５
（パブリック
コメント結果
公表）

その後の取組

令和5年8月 １月 ２月 ３月 ４月11月 12月

令和７年度令和６年度

ステップ３
（パブリックコメント実施）

素案完成

・庁内関係課等との内部調整、関係団体等への説明、意見聴取

・こどもからの意見の聴取、アンケート結果、やパブリックコメントに寄せられた意見を整理し、反映を検討

政策推進

会議①

・施策の概要

・政策ﾌﾟﾛｾｽ

(1)概要公表

・施策の概

要

・政策ﾌﾟﾛｾｽ

政策推進

会議②

・素案

・ﾊﾟﾌﾞｺﾒ案件

(3)ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ

ｺﾒﾝﾄ募集

・素案

・ﾊﾟﾌﾞｺﾒ案件

(案)の

完成

政策推進

会議③

・ﾊﾟﾌﾞｺﾒ

募集結果

(4)結果公表

・ﾊﾟﾌﾞｺﾒ

募集結果

計画に沿った

事業推進

市民の皆様にご意見を

募集するタイミング

諮問 中間

報告
最終

答申

市長及び教育長からの諮問を受け、審議会や計画策定・推進部会を適宜開催し、中間報告⇒最終答申（案）を作成

・就学前児童、小学生の保護者向けニー

ズ調査の実施

・こども基本法第11条に基づく、こども等か

らの意見聴取・手法の検討⇒実施⇒意見

等の反映。

協議会報告
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